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答申第２５８号（諮問第３２５号） 

 

答  申 

 

１ 審査会の結論 

埼玉県教育委員会（以下「実施機関」という。）が令和２年３月２５日付けで行った

公文書部分開示決定は、妥当である。 

 

２ 審査請求及び審議の経緯 

（１） 審査請求人は、令和２年３月１０日付けで、埼玉県情報公開条例（平成１２年埼

玉県条例第７７号。以下「条例」という。）第７条の規定に基づき、実施機関に対

し、「平成２９年１２月下旬から平成３０年２月中旬に発生した、○○市立○○小

学校の給食の献立が、大幅に変更となった事件に関して、○○市教育委員会、又は

埼玉県教育委員会が作成した書面等一切。及び関係教諭等から提出された顛末書

等。」の公文書の開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。 

（２） これに対し実施機関は、本件開示請求に係る公文書として、「平成３０年１１月

１５日付け職員事故報告書（○○市立○○小学校長）」（以下「本件対象文書①」

という。）、「平成３０年１２月４日付け職員事故について（報告）（○○市教育

委員会教育長）」（以下「本件対象文書②」という。）、「平成３０年１２月１０

日付け事情聴取の記録（埼玉県教育委員会）」（以下「本件対象文書③」という。）

及び「平成３０年１１月１０日付てん末書」の４件の公文書を特定した。 

（３） 実施機関は、令和２年３月２５日付けで、本件対象文書①中の「事故者の氏名、

年齢、性別、その他個人を特定し得る部分」、「後任者の職名、その他個人を特定

し得る部分」、本件対象文書②中の「事故者の氏名、年齢」、本件対象文書③中の

「事故者の氏名、生年月日、年齢、性別、現住所、最終学歴、免許状、教職経験」

を条例第１０条第１号に該当するため不開示とし、本件対象文書③中の「事情聴取

の内容」を条例第１０条第１号及び同条第５号に該当するため不開示とする公文書
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部分開示決定（以下「本件処分」という。）を行い、「平成３０年１１月１０日付

てん末書」については、条例第１０条第１号に該当するとして公文書不開示決定を

行い、審査請求人に通知した。 

（４） 審査請求人は、実施機関に対し、令和２年６月２２日付けで、本件処分のうち、     

事故者の氏名及び事情聴取の内容を不開示とした部分に係る決定を取り消すとの裁

決を求めて審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

（５） 当審査会は、本件審査請求について、令和２年９月２５日に実施機関から条例第

２４条の規定に基づく諮問を受けるとともに、弁明書及び反論書の写しの提出を受

けた。 

（６） 当審査会は、令和２年１１月２７日に実施機関の職員から意見聴取を行った。 

 

３ 審査請求人の主張の要旨 

  審査請求人が主張している内容は、おおむね次のとおりである。 

（１） 審査請求の趣旨 

        本件処分のうち、事故者の氏名及び事情聴取の内容を不開示とした部分に係る決

定を取り消す、との裁決を求める。 

（２） 審査請求の理由 

   ア 事故者の氏名の不開示について 

     不開示部分のうち「事故者の氏名」は、任命権者である実施機関自らが定期的

にマスコミ等に対して、教職員の人事異動等の情報を提供して公開している。ま

た、ＰＴＡへ配布したり、公民館等へ掲出したりもしている「学校だより」の中

においても氏名を公開している。 

     なお、マスコミ報道により公開された情報は、開示するとの規定はないにもか

かわらず、本事件の事故者の一人であり現場最高責任者である学校長の氏名は開

示している。 

     このことは、実施機関の職員によると、学校長名は既にマスコミで報道され、

名前が公表されていることを理由に開示しているとの説明があったが、マスコミ
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が公表していることを理由に、実施機関が氏名を開示することは、全く根拠がな

いと考える。マスコミ等第三者が事件として氏名を公表したことを理由に本来開

示できない校長名を開示したことは、実施機関が第三者の発信する情報を追認す

ることになり、あまりにも危険な判断である。開示できない情報はあくまでも開

示できないのであって、本来開示できない情報を、第三者が公表してしまったこ

とを理由に開示できるのであれば、その根拠の提示を求める。 

     これが根拠となりうるのであれば、なおさら任命権者である実施機関自らが、

人事異動等をマスコミへ情報提供したり、学校が「学校だより」を発行したりし

て公開している栄養教諭の氏名を開示できない理由はないと考える。 

     よって、条例第１０条第１号の不開示には該当しない。 

     さらには、事故者の栄養教諭の氏名については、本件対象文書③の中で、明確

に実施機関として開示している。 

     したがって、既に公開された情報であり不開示には当たらない。 

   イ 事情聴取の内容の不開示について 

     既に、正確な事実確認は終了しており、事故者の処分も確定している。事情聴

取の内容が開示されたとしても、何らどこにも、誰にも支障が生じるようなこと

はない。 

     よって、実施機関が理由としている「公にすることにより、正確な事実確認が

できなくなるなど、事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある」という理由

には正当性がなく、条例第１０条第５号の不開示には該当しない。 

 

４ 実施機関の主張の要旨 

  実施機関が主張している内容は、おおむね次のとおりである。 

  実施機関では、埼玉県行政手続条例（平成７年埼玉県条例第６５号）第５条第１項の

規定による審査基準について、埼玉県情報公開条例に基づく処分に係る審査基準（平成

２０年２月２９日教育長決裁。以下「審査基準」という。）を定め、公文書開示決定等

の判断を条例及び審査基準に基づき行っている。本件処分は、次の理由により条例及び
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審査基準に基づいて行ったものであるため、正当である。 

（１） 事故者の氏名の不開示 

    事故者の氏名は、条例第１０条第１号本文に規定する個人に関する情報であって、

特定の個人を識別することができる情報であり、また、同号ただし書イ、ロ又はハ

に該当していない。 

    審査請求人は実施機関が人事異動等をマスコミへ情報提供している、学校が「学

校だより」を発行し栄養教諭の氏名を公開しているため、不開示に該当しないとし

ているが、これは事故報告書等に記載されている氏名を開示することに影響がある

ものではない。なお、事故者の一人である学校長の名前を開示しているのは、この

事故の情報として既に名前が公表されているからである。 

    よって、当該情報について不開示としたことは適当である。 

（２） 事情聴取の内容の不開示 

    事情聴取は、実施機関が行う職員事故に係る聴取に関する記録である。事情聴取

の記録を公にすることになると、今後、他の事故で事情聴取をする際に、正確な事

実確認ができなくなるなど、事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもので

あり、条例第１０条第５号に該当するため不開示とすることが適当である。 

 

５ 審査会の判断 

（１） 本件審査請求について 

    本件審査請求は、○○市立○○小学校（以下「本件学校」という。）の給食に係

る職員事故（以下「本件事故」という。）に関して、○○市教育委員会又は実施機

関が作成した書面等一切及び関係教諭等から提出された顛末書等に係る開示請求に

対し、本件対象文書①、本件対象文書②及び本件対象文書③（以下「本件対象文書」

と総称する。）を特定して実施機関が行った部分開示決定に対するものである。 

    本件対象文書①は本件学校の学校長から○○市教育委員会教育長へ、本件対象文

書②は当該教育長から埼玉県教育委員会教育長へ、それぞれ本件事故の発生を報告

する文書である。本件対象文書①には、本件事故について、事故者の職・氏名、発
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生日時、経緯等が網羅的に記載されており、本件対象文書②には、本件対象文書①

の概要が記載されている。本件対象文書③は、実施機関が本件事故の原因等を確認

するため、事故者並びに本件学校及び○○市教育委員会の関係職員から事情聴取を

した記録である。 

    審査請求人は、不開示とされた部分のうち、事故者の氏名及び事情聴取の内容を

不開示とした部分に係る決定の取消しを求めているため、これらの不開示情報該当

性について、以下検討する。 

（２） 事故者の氏名の不開示情報該当性について 

    条例第１０条第１号は、「個人に関する情報（・・略・・）であって、当該情報

に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（・・略・・）により特定の個人を識別

することができるもの（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を

識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することは

できないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」

を不開示情報として規定している。 

    また、同号ただし書イ「法令若しくは他の条例により又は慣行として公にされ、

又は公にすることが予定されている情報」、ロ「人の生命、健康、生活又は財産を

保護するため、公にすることが必要であると認められる情報」及びハ「当該個人が

公務員等（・・略・・）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情

報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係

る部分」に該当する情報は不開示情報から除くものとしている。 

     事故者の氏名が同号本文に規定する「特定の個人を識別することができるもの」

に該当することは明らかであるため、例外として不開示情報から除かれるただし書

イからハまでの規定に該当するかどうかについて、以下検討する。 

    まず、事故者は同号ただし書ハに規定する公務員等に該当するため、本件対象文

書において事故者の氏名が職務の遂行に係る情報として記録されているかどうかに

ついて検討する。 

    同号ただし書ハに規定する「職務の遂行に係る情報」とは、公務員等が行政機関
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の一員として、その担任する職務を遂行する場合における当該活動についての情報

を意味すると解される。 

    本件対象文書は、事故者が職務の遂行において起こした事故についての報告又は

事情聴取の記録であるが、事故者は、本件対象文書において、処分の対象となり得

る者として報告及び事情聴取をされている。処分の対象として検討されることは職

務の遂行とはいえず、このため、これらの情報において、事故者の氏名は、職務の

遂行に係る情報として記録されているとはいえない。 

    よって、事故者の氏名は、条例第１０条第１号ただし書ハに該当するとはいえな

い。 

    なお、審査請求人は、学校長の氏名が開示されていることを指摘して事故者の氏

名の開示を求めているが、学校長は本件学校の責任者として本件事故を報告し、又

は事情聴取をされているため、学校長の氏名は、職務の遂行に係る情報として記録

されているのである。このため、学校長の氏名を開示したことは、事故者の氏名の

不開示情報該当性に影響を及ぼすものではない。 

    次に、条例第１０条第１号ただし書イは、「法令若しくは他の条例により又は慣

行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報」であり、一般に公に

されている情報については、あえて不開示情報として保護する必要性に乏しいもの

と考えられることから、不開示情報から除くこととしているものである。 

    公務員等の非違行為については、その重大性、社会的影響等により、任命権者や

服務監督権者が事故者の氏名等を公表する場合があるが、実施機関によると、本件

事故に関して、本件学校、○○市教育委員会及び実施機関において、事故者の氏名

を公表した事実はなく、また、本件学校及び○○市教育委員会は報道機関から本件

事故に係る取材を受け、これに対応したが、その際にも事故者の氏名は明らかにし

なかったとのことである。さらに、当審査会においても公表された事実を確認する

ことはできなかった。 

    このため、事故者の氏名が条例第１０条第１号ただし書イに該当するとはいえな

い。 
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    なお、審査請求人は、実施機関が人事異動情報を報道機関に提供していること等

を指摘して事故者の氏名を開示すべきであると主張するが、仮に報道機関に提供さ

れた人事異動情報が報道される等のことがあったとしても、当該報道等は、あくま

でもある時点の人事異動の情報であり、事故者としての氏名を公にするものではな

い。したがって、審査請求人の主張は、事故者の氏名の不開示情報該当性に影響を

及ぼすものではない。 

    さらに、事故者の氏名が条例第１０条第１号ただし書ロに該当しないことは明ら

かである。 

    以上のことから、事故者の氏名は、同号ただし書イ、ロ及びハのいずれにも該当

しない。 

    また、審査請求人は、本件対象文書③の中で事故者の氏名が既に開示されている

ことを理由に、事故者の氏名を開示すべき旨を主張するが、当審査会が実施機関に

説明を求めたところ、本件対象文書③の写しを作成する際に黒塗りを漏らしたミス

であるとのことであった。 

    不開示とすべき情報は、それが誤って開示されたことにより、開示すべき情報へ

とその性質・内容が変化することはあり得ず、既に開示してしまったことを理由に

開示すれば不適切な行為を繰り返す結果となるといわなければならない。このため、

本件対象文書③の一部において事故者の氏名が開示されていることは、当該情報の

不開示情報該当性を覆すものではない。 

    以上のことから、事故者の氏名を不開示としたことは妥当である。 

（３） 事情聴取の内容の不開示情報該当性について 

    条例第１０条第５号は、「県、国若しくは他の地方公共団体（・・略・・）の機

関、独立行政法人等又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であっ

て、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当

該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」を不開示情報とし、

同号イからホまでを掲げている。これは、県等の事務又は事業について典型的な「お

それ」を定めるとともに、その他県等の事務又は事業の性質上、その適正な遂行に
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支障を及ぼすおそれがある場合には不開示とすることができることを規定するもの

であると解される。また、県等が行う「事務又は事業」には、開示請求の対象とな

っている実際の事務又は事業のほか、将来行われる同種の事業も含まれるものと解

すべきである。 

    本件対象文書③には、事情聴取を行った日時及び会場、出席者、事故及び事故者

の概要、事情聴取の内容が記載されているところ、実施機関が不開示とした事情聴

取の内容は、本件事故の経緯や動機、事故者の本件事故当時及び聴取時の心境等が

極めて具体的かつ詳細に記載されており、処分を検討するための重要な資料となっ

ていることが推測できる。 

    これらの情報は、通常、事後に一般に公開されることは前提とされておらず、事

故者や関係者においても公開されないことに対する合理的な期待があったものと考

えるのが相当である。仮にその内容が公開されることになれば、本件事故の関係者

の実施機関に対する信頼を裏切ることはもとより、今後、他の事故があった場合に、

公開されることをおそれて関係者が事実をありのままに話すことに消極的になるな

ど、具体的かつ詳細な情報を十分に得られなくなるおそれがある。その結果、将来

の職員事故の対応に関する事務の公正かつ円滑な実施に支障が生じるおそれがある

と認められる。 

    以上のことから、事情聴取の内容を不開示としたことは妥当である。 

    なお、条例第１０条第５号の判断により、不開示情報該当性が認められるため、

実施機関の主張する同条第１号の該当性については判断するまでもない。 

（４） その他 

    審査請求人のその他の主張については、いずれも当審査会の判断を左右するもの

ではない。 

（５） 結論 

    以上のことから、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

（６） 付言 

    本件処分において、実施機関は、不開示情報と判断した事故者の氏名を一部で開
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示するというミスを犯している。当審査会で本件対象文書を見分したところ、黒塗

りを誤ったと思われる箇所は他にもあり、また、本件処分に係る部分開示決定通知

書に記載された不開示情報と実際に開示した文書の黒塗り箇所が一致しない部分も

見受けられた。散見されるこれらの事務処理のミスについては、開示請求に対する

実施機関の応答の真摯さを疑わざるを得ない。 

    実施機関においては、今後、同様のことがないよう、正確かつ慎重な対応を強く

求めるものである。 

 

 （答申に関与した委員の氏名） 

 大谷 基道、小林 玲子、西村 弥 

 

審議の経過 

年  月  日 内   容 

令和２年 ９月２５日 諮問(諮問第３２５号）を受け、弁明書及び反論書の写しを受理 

令和２年１１月２７日 実施機関から意見聴取及び審議（第一部会第１４３回審査会） 

令和２年１２月２５日 審議（第一部会第１４４回審査会） 

令和３年 １月２８日 審議（第一部会第１４５回審査会） 

令和３年 ３月 ５日 審議（第一部会第１４６回審査会） 

令和３年 ３月２６日 答申 

 


